
第4回イブニングセミナー 首都高速道路 2022年度秋の見学会

「強さ」と「オリジナリティ」の自己認識で
日本のインフラを未来へつなぐ

計画　交通
研究会会報

Association for 
Planning and 
Transportation 
Studies

2023
01[Jan.]

作家／エッセイスト 三菱地所茶木 環 高瀬太郎企画・文責 企画補佐
文責

02–06 03

14–15

07–12

20

座談会

視点

計画・交通研究会会長

羽藤英二
計画・交通研究会会長

森地 茂

会長対談

MHRT石井由佳聞き手
企画・文責 企画補佐

（一社）計画・交通研究会 会報 | Association for Planning and Transportation Studies 2023 01 | JANUARY Rabbit Pictogram by Laymik from Noun Project

中野 冠

Contents［目次］

行事報告13

慶應義塾大学大学院  システムデザイン・マネジメント研究科付属研究所顧問

会員企業・団体百景16 行事報告18

土木技術本部
清水建設

イノベーション推進部
先端技術グループ

柳川正和

事業戦略推進統轄部
長大

クオンタム推進部

高野秀隆

エリアマネジメント企画部
三菱地所

オープンイノベーション
推進室

奥山博之

土木技術本部
清水建設

イノベーション推進部
先端技術グループ

宮岡香苗
量子コンピューティングがインフラを変える

東北大学准教授 東武鉄道渡邉将紀司会
企画・文責

企画補佐
文責原 祐輔

空飛ぶクルマとイノベーション

―原点と未来― 土木学会第108代会長
東京大学名誉教授
特別教授
政策研究大学院大学

日本インフラの「技（わざ）」 家田 仁
Hitoshi IEDA

作家／エッセイスト茶木 環

第4代

国土計画から考える
日本の未来

Shigeru MORICHI Eiji HATO

次世代への国土造りプロジェクト構想を
議論する

「首都高カーボンニュートラル戦略」について 復帰50周年を踏まえて、沖縄の将来を
考える

2023年度  通常総会

2023年度通常総会は4月に開催する予定です。詳細が決まり
ましたら、会報及びホームページでお知らせいたします。

2023年度  春の見学会

2023年度の春の見学会は、暮らしと経済を支える大都市の高
速道路のリニューアルをテーマに、首都高速道路（株）にご協
力をいただき、現在進められている大規模更新工事の現場を
中心に見学する予定です。詳細が決まりましたら、会報及び
ホームページでお知らせいたします。

第5回 ジェネレーションZからαへ
 ─これからの世代は交通をどう変えるのか？

●日　時　2023年2月28日（火）17：00～18：30

　　　　　終了後懇親会（18：45～19：45）

●話題提供者　　岡井大輝　（株）Luup代表取締役社長兼CEO

●コメンテーター  柳沼秀樹　
　　　　　　　　東京理科大学理工学部　土木工学科准教授
●形　式　ハイブリッドセミナー（参集型とオンラインの同時開催）
●場　所　東京大学本郷キャンパス　
　　　　　工学部1号館1階14号講義室

イブニングセミナー 総会
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沖縄に期待される役割と
可能性とは

羽藤　今、国土を論じる中で沖縄を
どのように考えていくかが一つの節
目になっているように思います。ま
ず森地先生がどのように国土論の中
で沖縄のインフラを考えてこられた
のか、お伺いできますか。
森地  　私が大学2年生の時（昭和38

年）、先輩と復帰前の沖縄に行き、40

日間滞在して北端の辺戸岬から南端
の波照間島まで周りました。当時は
那覇市でも1日に数時間しか水が出
なかったし、石垣空港は未舗装の滑
走路、ブロックを積んだだけの無人
ターミナルで、パイロットと客室乗
務員が荷物の積み降ろしする状態で
した。

　昭和40年代、東京工業大学の社会

工学科の中心人物の1人に阿部統先
生がいらっしゃいました。当時の屋
良朝苗行政主席（復帰後は初代沖縄県
知事）が親交のあった阿部先生に復
帰後の計画を依頼し、当時は助手だ
った私も担当しました。復帰後は米
軍の投資がなくなるために、人口が
復帰前の100万人弱から70万人台ま
で落ちると予測され、観光やモノレ
ールについて計画が立てられまし
た。この昭和30、40年代から見ると
目覚ましく発展しました。
羽藤  モノレール計画はスクラッチで
森地先生たちが始められたのですか。
森地  実際につくるときのモノレー
ルの計画にはタッチしていませんが、
モノレールを高速道路まで延伸し
て、名護市から高速道路とモノレー
ルで那覇の都心部に入れる計画をつ
くりました。しかし、中途半端なと

ころで止まっていて、高速道路と接
続していない。残念ながら意思決定
が少しずつずれてしまった感があり
ます。 

　また、那覇都市圏は120万都市で
自動車の混雑がすごい。那覇～名護
間の鉄道をつくりたいと地元の希望
は非常に強いのですが、このままで
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国土計画から考える日本の未来

森地 茂　
政策研究大学院大学  客員教授  名誉教授  
第4代計画・交通研究会会長

今年度、地方問題小研究会が発足し、昨年11月には沖縄見学会も実施されました。同年は沖縄復帰50年にあたりますが、復
帰前から沖縄の開発についても長らく携わってこられた第4代会長の森地茂先生をお迎えし、沖縄の開発計画について、また
国土の将来像をつくる考え方をテーマに羽藤英二会長と対談を行いました。

政策研究大学院大学
客員教授　名誉教授
第4代計画・交通研究会会長

森地 茂
（一社）計画・交通研究会会長
東京大学教授

羽藤英二
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沖縄の離島はそれぞれ役割や機能を決めて
振興を考えていった方がいいように思います―森地

国土計画から考える日本の未来
Shigeru MORICHI Eiji HATO
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羽藤　島嶼群にどういう役割・機能
を担ってもらうのか、明確な機能を
広域的な国土計画の中で位置づける
――このお話には非常に感銘を受け
ました。

森地　また那覇都市圏は人口120万
ですから、東西南北、糸満の方まで
都市鉄道を整備した方がいいと思い
ます。産業面では、那覇空港を東ア
ジアにおける貨物輸送のハブにする
という、とてもいい戦略があり、貨
物国際ターミナルを旅客ターミナル
の北につくろうとしましたが、合意
がとれずに実現しませんでした。
羽藤　私の中国の知人も、東京や北
京、上海の仕事もしやすいと、沖縄
にオフィスを置くケースが多いです
ね。沖縄が東シナ海のキーになる場
所として認識されています。
森地　那覇のまちは非常に拡散して
います。同じような自動車中心のア
メリカの都市や欧州の都市は市役所
や高校、教会などと広場が都心に配
置され、それを核として商業が張り
ついている。しかし、沖縄は古い土
地にも、埋め立てて新たに開発した

地域にも、都市の核と顔がない。那
覇の国際通りは都心商業機能を低下
させており、トランジットモールに

する話もうまくいかないですね。
　そのほか、フィリピンのパラワン
諸島のエルニドのような富裕層向けの
高級リゾートを沖縄の離島でやったら
どうでしょう。沖縄の資本だけでは難
しくても、これだけインバウンドがあ

れば可能性があると思います。
羽藤　沖縄が独自の地域資源を離島
も含めて抱えている中で、今までと
は違う趣向で開発するビジョンも、
東南アジアなどリゾート競争の中で
生き抜いていく上では必要で、ファ
ンディングも含めた仕組みづくりを
沖縄の方々と一緒にやっていくこと
もこれからは重要になりそうです。

自治体を超えた圏域で
交通ネットワークを考える

羽藤  国土の未来を描くことに先生

は大赤字ですし、名護をはじめ駅周
辺開発をやらなくては意味がないの
ですが、これがまた進んでいません。
羽藤  自動車事故など本島では大き
な問題で、鉄道は解決の1つの手段
ですが、課題が多いですね。
森地　離島についても、空港が設置
されたが航空路線がないところもあ
ります。離島には自衛隊の基地や、
航空会社のパイロットの訓練飛行
場、東洋製糖の工場、海上保安庁の
観測所などがあります。国境離島は
どうあるべきかを考えると、この島
は自衛隊の基地、ここは漁船の避難
港、ここは観測所とそれぞれの役割
を決めた方がいいのではと思うんで
すね。

沖縄復帰記念式典（1972年5月15日）
［沖縄県公文書館所蔵］

那覇市内

｢ ｣沖縄は東シナ海のキーになる場所として認識されています―羽藤

羽藤英二　
（一社）計画・交通研究会会長　東京大学教授
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は関わってこられ、今後についてど
のような見通しをお持ちですか。
森地  国土の最大の問題は、東京一極
集中と地方の過疎化をどう考えるか
です。災害は必ず訪れるので、大震
災の時に東京はどうするのか。また、
過疎地はもう少しまとまって住む姿
しかあり得ない。カナダ、オースト
ラリア、スウェーデンなどの地方で
は、ある程度立派なまちがあり、生
活サービスが維持されて、漁業や農
業は現地へ通勤というスタイルです。
  東京一極集中に関しては、東京に
来る主なタイミングは大学入学と就
職という若い世代であり、しかも大
阪、名古屋、札幌、福岡などの大都
市から来る。進学校や大学、大企業
が集まっていますからね。流出を止
めるには、各県の県庁所在地と第2、

第3の都市の教育や就職先の部分を
強くして、元気にしていかなければ
いけない。

　東日本大震災で甚大な被害を受け
た三陸地域をみると、八戸、久慈、
宮古、陸前高田、気仙沼があって、
その南にはもっと集積地がある。久
慈―八戸間は少し遠いですけど、そ

の南側は大体50㎞ピッチです。
その半分の25㎞は私たちが普通
に通勤している距離ですから、
集まって住むのはそう難しい話
ではない。震災復興に対しての
政策大提言にはそのような提案
も入れましたが、最終的には市
町村単位、集落単位でやること
になりました。

羽藤　森地先生をはじめ専門家
も相当言っておられたんですけ
ど、自治体主体という原則を崩
せませんでしたね。　
森地　地方の移動は、公共交通
を自動運転でどのように賄うか
です。コストは人件費が70％で
すから、運賃を高くても50円以
下にできる。買い物も移動販売
車と顔認証とモバイル決済でや
れば自動運転ででき、物流も可
能になるでしょう。遠隔医療も
含めて過疎地を支えられます。
　もうひとつの課題は道路交通
法です。バスは管理者を置かな
いと自動運転ができない。これ
は地方の小さなバス会社では当
分実現できないので、JRにバス

の自動運転をサポートしてほし
い。フィーダーをしっかりする

と鉄道の利便性もよくなりま
す。鉄道の司令室でバスも管理
できないか。それが成功すれば
今度は地方線のバス転換、BRT

転換もできるように社会は動い
ていくでしょう。

　それから、沖縄の離島で管理
者なしの自動運転を試行する。
特区制度で、人が近づいたら感
知して速度ダウンすることは必要で
すが、住民全員が「ぶつかったら自
分が悪い」と約束する。ゴルフ場の
カートと同じです。これが実現する

と、過疎地でも同じようなこと
ができます。

羽藤　地方鉄道の需要が減って
いるけれど、フィーダーも含め
て自動走行と組み合わせて、し
かも地理的な圏域を踏まえ適切
な設定をして、今の自治体を超
えた管理圏をうまくつくれば、
国土はまだまだ元気にできる。
非常に面白いですね。
　今、高速で医療も含めてでき
るドローン技術なども出ていま
すし、一方で高速道路網も三陸
沿岸の復興道路のような基盤が
あり、リニアも整備されつつあ
り、ますます広域的な国土計画
を行う素地が整いつつある。強
い基盤と自動走行の結節ができ
れば、今までの国土と違う圏域
論に基づく転換が生み出せるの
ではないでしょうか。

森地　総務省が「定住自立圏構
想」を打ち出し、私も21世紀生
活圏研究会の委員長として、国
土計画の面から人口20万～30

万人でまとまるといろいろなこ
とができるという提案をしまし
た。その後、元総務相の増田寛
也氏の限界集落に関する研究会
を契機に定住自立圏構想の内容
が改善されました。農業・漁
業・製品工場などの対外的なサ
ービスをする産業と、医療・福
祉・青果店など域内で完結する
産業、この2つに分けて支援を
行う。もう一つは、高校、医療、
商業の中心地などの配置を協定
で結び、民間の病院やショッピ

ングセンターなども公共のインフラ
としてお金が出される。この協定は
市長交代後も変更されない。もう一
つは、協定を結ぶと過疎法の特例を

会長対談 国土計画から考える日本の未来
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中心都市も受けられるようにし
た。これはすごく面白い政策
で、公共交通政策の抜本的見直
しとの組み合わせがあればもっ
とうまくいった気がします。
羽藤　全総、新全総が進められ
る中で交通のネットワークの整
備計画はありましたが、2000年
以降の議論では圏域論や交通ネ
ットワーク計画を組み合わせて
出した方がもう少し強い国土計
画につながったのではないかと
思います。
森地　地方公共交通がうまくい
かない大きな理由として、日本
は原則として公共交通を民間に
任せてきたんですね。ところが、
人口が減って公的におカネを入
れざるを得ない状況で、非効率
になる可能性が高い。これを防
ぐ方法はクラブ財にすること
で、高齢者パスと同じように一
定の料金を払えばフリーで乗れ
るようにして、自治体も一定額
を払う。その条件下で国もお金
を出す。
　また、もっとミクロに高齢化
の影響が出て、住宅地の高齢化
や商業地のシャッター街化が起
こっています。これをいろんな

再開発で解決することは地方で
もできるでしょう。

　50年後には中心都市にまとま
って住む形になりますから、問題は
そこまでの期間をどうケアするかな
んです。

羽藤　2050年や2100年に向けての
過渡期となる今、我々がどういう働
きかけができるか。図と地でいくと、
図のコアをつくるのは皆でイメージ
を共有できますが、その間にある地
の部分のケアを様々なかたちでサポ

ートしながら、新しい生活者像
を描き、面白いとか楽しいとか
の実感を持った国土づくりに向
かっていくといいと思います。
森地　地方を元気にするのに肝
心なことは、国内だけではなく
アジアの繁栄を如何に取り込む
かです。先進的な人がeコマー

スの加工食品販売で成功してい
る例が結構ありますが、農水産
業の6次産業化もまだ消費者を
明確にとらえていない。アジア
でも国が異なれば味の好みが違
うことも念頭に置く。または日
本の味を売り込む。「地産地
消」もネットワークがうまくで
きていないので、もっとバック

アップするべきだと思います。
羽藤　グローバルなサプライチ
ェーンとローカルな嗜好を組み
合わせた新しい流動、そこに東
アジアの方々の嗜好も組み込む
と、地域資源が再価値化してく
るということですね。

森地  それから観光も広域化し
たい。北海道では道内の一流旅
館のオーナーを集めて、相互に
宣伝することを呼び掛けて実現
した。こういうネットワーク化
はすぐできるんですよ。街道の
観光もネットワーク化を試みた
のですが、小さなまちが多くて、
地域の枠を超えてまではまとま

らなかった。こういうことに若い人
が意思決定権を持てればいいのです
けれど。

羽藤  複数の地域を組み合わせると
外部性が出ると考えて、それをつな
げる交通ネットワークやブランディ
ングをするような感覚の人を育て
て、彼らに権限も渡して、いろいろ
な活動を生み出していく。それが国

土を動かす起爆剤になるでしょう。

複合災害を想定して
防災に向き合うべき

羽藤　最後に防災についてお伺いで
きればと思います。
森地　防災の話は全国強靱化の藤
井聡先生の功績によって随分進みま
した。ただし、南海トラフの広域被
災をどのように考えるか。多くの市
町村間の助け合いは機能しません
し、製造元が被災すると、原料がな
い、仮設住宅をつくるところがない
というようなことが起こるし、交通
が遮断される。こういう状態をどう
するか。

　また、地震と水害が同時に起こる
ような複合災害への対応を専門家は
指摘しています。南海トラフや首都
直下地震の復興には5～6年はかか
り、その間に水害がないということ
はあり得ないので複合災害は必ず起
こる。けれども、ほとんどの人にこ
の感覚がない。
　もう1つ気になっている点は、天
井川が全国に存在して、周辺は簡単

会長対談 国土計画から考える日本の未来
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に水に浸かるので広域避難が必要に
なる。特に東京の下町4区は全区民
を区内にある高い建物に1㎡1人ずつ
収容しても半分しか収容できない。
それを逃がすためには鉄道が必要で
すが、鉄道車両が水を被ると2～3

年間、東京の交通は機能しなくなっ
てしまう。地下鉄をはじめ都心部の
車両を逃がすためには相互直通先の
どの鉄道に逃がすか。その本線に停
めると運行ができなくなる。下町で
は一般市民の避難が終わらないうち
に救急車や消防自動車が避難してい
いのかという問題もあります。さら
に、今では禁止されていますが、調
整区域に既に建設されている福祉施
設を移設するのは至難です。まだ解
けていない問題がたくさんあり、南
海トラフや首都直下を経験してから
では遅いんですよ。
羽藤　今年は大正期の関東大震災か
ら100 年です。この100 年間は鉄道
を中心にして東京のまちや国土をつ
くり続けてきたんですが、南海トラ
フや首都直下の地震では実際に何が
起こるのか。マルチハザードに対し
て首都機能は本当にこれで大丈夫か
ということを考えると、リスク、災

害を国土計画の中で中枢に据えて考
え続けていかなければならない。
森地　スーパー堤防は時間がかかり
すぎだからと反対する意見がありま
したが、避難場所をつくるのだと考
えるべきで、すぐ長くつなげてつく
らなくてもその意義は大きいので
す。それからスーパー堤防は河川事
業ではありますが、まちの人たちの
合意形成には、都市計画の専門家の
努力が必要です。
羽藤　その間をどう機能させるかと
いう時には新たな都市像をもった人
材が必要ですので、やはり組織をつ
なげていく姿勢が重要ですね。
森地　下水も上水も港湾もやらなけ
ればいけないことがまだたくさんあ

るのに、なんとなくもう終わったと
いう発想をしてしまいがちです。
羽藤　縦に割られている中だけでや
っていてはだめなのが防災であり、
人口減少の問題です。そこは領域を
超えて都市と都市を超えたところで
しか国土計画が描けない。次の世代
の国土ではまさにそれが問われるこ
とになると、今日は森地先生の話を
伺って痛感しました。どうもありが
とうございました。

撮影｜大村拓也
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量子コンピューティングについての取組み

原　本日はお集まりいただき有難う
ございます。ビッグデータや機械学
習、人工知能などは、前提として集
積された大量のデータがあり、そこ
からデータの傾向を学習させること
で予測や新たな発見への手がかりを
探す、もしくは、強化学習的にトラ
イアル・アンド・エラーを何万回も
何億回も繰り返すことで少しずつ知
能が学習していくという、我々にと
ってイメージし易い技術でした。
　一方、量子コンピューティングと
いうのはかなり変わった原理であり、
なかなかイメージし難い印象です。
このような新しい技術に取組むにあ
たって、量子コンピューティングに
期待していること、取組む中で見え
てきた課題などをお伺いできればと
考えています。まずは各社の取組み
を教えていただけますか。
高野　当社は「クオンタムシティプ
ロジェクト」というコンセプトのも

と、量子技術を使った新しいまちづ
くりの取組みを開始しています。ク
オンタムシティプロジェクトは、例
えば交通×エネルギー×産業×不動
産など分野を横断して複雑処理が求
められる規模で量子技術が活躍する
のではないかという期待から「まち
レベル」で最適化処理するシステム
構想に取組んでいます。［図1］ ま

た、一般社団法人 量子技術による新
産業創出協議会（Quantum STrategic 

industry Alliance for Revolution 以下、

Q-STAR）」においてもクオンタムシテ

ィ推進部会を設立し、量子コンピュ
ーティングの都市・交通分野でのア
プリケーションの社会実装を念頭に
おいた活動に取組んでいます。直近
の取組み例として、報酬発生型ルー

機械学習やAIによる情報技術は社会の多くのサービスの中に組み込まれ、インフラ計画や交通システムの中にも日常的に利
用されています。次なるブレイクスルーとして捉えられている量子コンピューティングは従来の計算機が苦手としていた組み合わ
せ最適化問題を得意とする一方で、従来の計算機とは異なる性質を持っていると考えられ、その使い方に注目が集まっています。
今回、先進的に量子コンピューティングに取組むインフラ・交通関連企業の方 ４々名をお招きし、量子コンピューティングがどの
ようにインフラを変えていくのか、その将来像や課題について座談会を行いました。

図1　クオンタムシティプロジェクトについて
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ト案内システムは、最適化使用によ
ってCO2排出量削減に寄与するルー
トを各車両にリアルタイムに案内す
ることが可能となり、最適ルートを
選択してくれた車両に対しエコポイ
ントを発行することや、SNSデータ

連携による人気スポットの紹介、飲
食店の紹介など高度な情報案内が可
能になります。今後はCO2排出量削
減に貢献する最適化処理と量子暗号
通信技術について実証実験を行いた
いと考えています。
　その他にもタクシーでの移動を想
定し、乗車人数と出発地、目的地か
ら最適化処理することで最短となる
ルートを案内してくれる、といった
相乗りタクシーアプリの開発、量子
機械学習の技術を用いた新規材料開
発や構造設計処理にも応用できない
かと検討しています。［図2］

柳川　我々は建設会社ですので、量
子コンピューティングの開発構想と
いうよりは、ユーザーとして現場で
活用していきたい、というのが基本
的な姿勢です。ご存じの方も多いと
思いますが、建設産業は時間当たり
の付加価値生産性と呼ばれる指標は
非常に低く、国土交通省の発表資料
によると、建設産業の付加価値労働
生産性は2,800円程度 /時間となって
いるのに対し、国内の製造業では
5,200円程度 /時間という結果が示さ
れています。日本の建設産業には技
術力とは違う点で課題があると思わ
れます。経験工学的な仕事の仕方が
中心で、建設産業全体として業務内
容を数字で定量的に評価してこなか
った点を反省しています。プロジェ
クトの工程を管理しながら人員も管
理し、さらにコストを管理する、そ
してそれを優秀と呼ばれるスタッフ
が頭の中で組み合わせながら最適解
を導く、このようにプロジェクトを
管理してきました。その最適解もコ
ストミニマムや工程ミニマムなど、
様々な判断軸があります。量子コン
ピューティングの特性をうまく活用
し、ワークフローを再構築すること
で新しい仕事のやり方を生み出す良

いきっかけになるのではないかと考
えています。

宮岡　我々は数年前からダンプトラ
ックのルート最適化に取組んでいま
す。［図3］ 工事現場では運搬経路が
複数ある場合、ダンプトラック毎に
事前にその日の運搬ルートを設定す
ることが一般的です。この場合、経
路の渋滞状況の経時変化や事故など
の突発的なトラブルに柔軟に対応で
きないという問題がありました。そ
こで土運搬に影響を与える要因に関
するデータをリアルタイムに取得し、
量子コンピュータを用いてその時点
での最適な経路を算出できないかと
考えました。［図4］ これまでも「経
路の最適化」は様々な分野で取組ま
れていると思いますが、当社が実運
用へ向けて取組む中では、算出した
最適経路をダンプトラックの運転手
にどう共有するかが1つの課題とな
り、各ダンプトラックが所有する携
帯端末にメッセージを送信すること
にしました。量子コンピュータとい
う技術を工事現場で利用する上で
は、如何に運用まで落とし込めるか
という視点が重要と考えています。
現場にて1週間の試験運用を実施し
たところ、運搬時間を1往復当たり
1割程度の短縮が図れるという結果
が得られました。今回の試行はシン
プルな条件の組み合わせ数が少ない
ケースですが、ダンプトラックによ

原 祐輔（広報委員）
東北大学大学院 情報科学研究科 准教授

図2　報酬発生型ルート案内システム開発への取組み

高野秀隆　株式会社長大 事業戦略推進統轄部 
クオンタム推進部 部長

座談会 量子コンピューティングがインフラを変える
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る運搬経路に加え、建設機械や配員
数などを含めたより複雑なユースケ
ースを適用することで膨大な組み合
わせ計算を即時に解くという量子コ
ンピューティングの特性を活かすこ
とができると考えています。
原　ありがとうございます。最適化
の結果を現場で実際に活用するに
は、多くの関係者に一斉にリアルタ
イムの情報を提供しつづけなければ
いけません。そもそも現場の状況を
センシングして、最適化問題の制約
条件をリアルタイムに反映するため
にはセンシング機械や通信機械が必
要となるなど別のコストが発生する
可能性もあります。量子計算のみな
らずトータルなシステムとして構築
する必要がありそうですね。
奥山　街を訪れる方がもっと便利に
なるには、データの活用が重要と考
えており、丸の内データコンソーシ

アムをはじめとしたデータ収集・分
析・フィールド展開に取組んでいま
す。先ほど、清水建設からはユーザ
ーとして量子コンピューティングを
どう活用していくかという話があり
ましたが、我々はもう少し客観的に
この技術を使うとまちがどう変化し
ていくのか、学識者やスタートアッ
プ企業がこの技術を今後どのように
活用していくのかということに注目
をしています。その一環として、
我々は、過去に「丸の内データコン
ソーシアム」を立ち上げたりもして
います。［図5］ ビッグデータや機械
学習、人工知能から今回の量子コン
ピューティングまで社会的に注目が
集まるものの、自社単独での利活用
には限界があることから、丸の内と
いう具体的なまち・人をイメージし
ながら企業間で共創することで新た
な価値や事業の創出に挑戦しようと

コンソーシアムを立ち上げました。
コンソーシアムの参加企業の中には
IoTに精通している企業や我々のよう
に可能性を模索している企業も在籍
していて、バラエティに富んだメン
バー構成となっています。一例とし
て、「廃棄物収集ルート」というプロ
ジェクトをご紹介いたします。我々
は丸の内の東京駅周辺の市街地再開
発事業に注力しており、現在、約30

棟のビルを所有または運営管理して
います。この中の廃棄物の収集業務
に注目したところ、実態として一棟
ごとに個別の運搬事業者と契約して
いることが判明したため、これを最
適化するために株式会社グルーヴノ
ーツと一緒にシミュレーションを実
施しました。検証結果は、これまで
ゴミの収集トラックが75台必要であ
ったのに対し、最適化することで31

台まで削減することが可能となり、

図3　ダンプトラックの土運搬経路最適化の考え方 図4　最適経路計算システムの概要

柳川正和　清水建設株式会社 土木技術本部 
イノベーション推進部 先端技術グループ グループ長

宮岡香苗　清水建設株式会社 土木技術本部 
イノベーション推進部 先端技術グループ

奥山博之　三菱地所株式会社 エリアマネジメント
企画部 オープンイノベーション推進室 専任部長
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車両数の減少に準じてCO2 排出量も
削減が可能という結果を得ていま
す。実際には、ビルごとに高さ制限
が異なるなどの制約条件を考慮する
必要があるため、先ほどの清水建設
と同様、この検証結果を実運用まで
落とし込めるかが現在の課題となっ
ています。我々は特定の技術の深度
化を図るというよりは、新しい技術
をフックとして、産官学が連携して
何か新しいものに取組む、そのコー
ディネーターを担うような立ち位置
で活動しています。［図6］

原　ありがとうございます。企業の
方々が量子コンピューティングを導
入する意図を知りたかったため、大
変勉強になりました。ここまで皆様
からお話を伺う中で出てきたキーワ
ードは「最適化」ですね。機械学習や
人工知能では大量のデータを保有す
る企業が強いと考えられています
が、量子コンピューティングは最適
化問題を得意とするため、材料開発
からまちづくりまで幅広い分野で「価
値のある問題」を有する企業が強い、
と情勢が変化しそうです。その問題
を解いた先にどのような価値が提供
できるのかが非常に重要になってき
ます。その意味で、先ほど柳川さん

が言われた建設業界の付加価値生産
性の低さは現状の課題でもあり、今
後の伸び代とも受け取ることもでき
ますね。土木分野はこれまでも構造
計算や都市交通、津波など様々なシ
ミュレーションが活躍しているため、
スーパーコンピュータなどの計算機
との親和性が高い側面があります。
現場での膨大な制約条件のために既
存のコンピュータでは解けなかった
問題を量子コンピューティングで最
適化が図れるのではないかと期待し
ています。

量子コンピューティングの普及に向けて

原　Q-STARへの参加企業を拝見し
たところ、東芝やNEC、NTTなどの

IT企業やベンダーが中心となる中に
長大が含まれていることに驚きまし
た。もちろん量子コンピューティン
グに非常に注力されているのは知っ
ていましたが、量子コンピューティ
ングそのものの開発よりは、最適化
が必要な問題やその解決策を多く持
たれている印象です。参加するに至
った経緯について教えていただけま
せんか。

高野　量子コンピューティングは所

詮技術なので、要は人間の生活がど
れだけ豊かになるかというところを
大事にしないといけないと思いま
す。新技術の探究としてテクニカル
な部分を先行するのではなく、最適
化する問題の中心には人々の存在、
生活を忘れてはいけない。当社はも
ともとまちづくりのコンサルティン

グということで、社会インフラ整備
全般を手掛けていますので「人々の
生活基盤を豊かなものにする」とい
う大きな使命のもと働いています。
そのため、官民協議会ではこの量子
コンピューティングを活用し、人々
の生活をいかに豊かにするのか、国
や自治体の政策づくりにまで踏み込
んで議論しています。本当の意味で
全体最適化を図るためには、政策づ
くりにまで視野にいれる必要がある
と考えています。
原　新しい技術というのはどうして
もテクニカルな部分に注目してしま
います。技術が最終的に社会に浸透
してきて、日々の生活を変える、新
たな産業を創出する、既存産業の効
率を向上させるという局面になった
とき、Q-STARのような技術寄りの
企業が多い集合体の中で、新しいユ
ースケースづくりの企業が加わるこ
とに非常に社会的な意義があると考
えます。もう１つお伺いしたいのは、
既存計算機と比較して量子コンピュ
ーティングならではの良さについて
どこにありますか。

高野  一番分かり易いメリットは省
電力性です。量子コンピューティン
グが普及するにつれて、計算機の電
力問題が解決されていく可能性があ
ります。その観点でも普及させるべ
き技術です。一方、量子コンピュー
ティングを最大限活用するうえで
は、最適化のためのアルゴリズムの

図5　「丸の内データコンソーシアム」で目指す姿

座談会 量子コンピューティングがインフラを変える
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回路設計を自らが作る必要があり、
このハードルが高いと考えていま
す。一般企業でそこまで踏み込んだ
人材育成は現実的ではないため、誰
しもが量子コンピューティングを使
える世界観が今後必要となってきま
す。私なりの言葉で言うと「量子プ
ラットフォーム」という概念です。 

簡単に画面上から最適化ボタンを押
すだけで誰でも使えるような環境が
理想的ですね。
原　確かにインフラ分野で既存の計
算機を専門とする人材を自前で育成
するのと比べて難易度が高いです
ね。インフラ分野が量子コンピュー
ティング自体の研究開発をするわけ
でなく、使いやすい量子コンピュー
ティングを如何に事業に取り込んで
いくのかがポイントですね。そのお

話を受けて、宮岡さんに伺いたいの
ですが、実際に最適化問題に取組ん
でみて、これまでの経験工学的な知
見からのアプローチと量子コンピュ
ーティングによる最適化とでなにか
感じた違いはありましたか。
宮岡　量子コンピューティングの使
用の有無に依らず、最適化問題を解
く際には使用するデータを収集した
り、制約条件を設定することに違い
はないと感じています。「如何に事業
に取り込んでいくのか」という観点
ですと、何を最適と定義し、どのよ
うなデータを用いて計算するのかに
ついての検討が重要であると考えて
います。例えば、先ほどの現場の発
生土をダンプトラックで運搬するル
ートの最適化を例に考えますと、運
搬時間の短縮以外にも、近隣との協
議に基づいてある特定のルートをな
るべく通らないようにする、など何
を成し遂げたいかによって最適の定
義は多様に設定できます。我々ユー

ザー側が、このような目標設定に不
慣れな部分がある点は今後事業に取
り込む上での課題と認識しています。
原　実際の現場では細かな制約条件
がある中で、これまで経験工学とし
て職人芸や属人性に頼っていたこと
を量子コンピューティングでも数式
の中に落とし込む必要があるのだと
思います。量子コンピューティング
の人材そのものと比べると、そのよ
うなスキルを持った人材ならばイン
フラ分野でも育成できるように感じ
ます。これまでのお話から奥山さん
は、量子コンピューティングをフッ
クとして様々な企業を巻き込む起爆
剤のように捉えていらっしゃるよう
に見受けられるのですが、これまで
の取組みから何か量子コンピューテ
ィングならではの特徴があれば教え
ていただけませんか。

奥山　様々な企業の方とお話をする
中では、開発側の方々は量子コンピ
ューティングの特徴や可能性を明確
に把握されていると思いますが、私
含め、ユーザー側の企業の方々は最
適化問題に強いという認識はあるも
のの、既存の計算機を使った方が良
いケースと量子コンピューティング
を用いた方が良いケースなどが明確

に差別化される必要があるのではな
いでしょうか。他にもイベントやセ
ミナーで量子コンピューティングの
紹介に留まるのではなく、やはり実
際に自分が量子コンピューティング
に触れる機会を設けることも世の中
の認知度を上げるためには必要と考
えています。興味を持っている人は
学生を含め、非常に多いと思います
が、その先まで踏み込めた方がまだ
少ない点が課題です。
高野　その通りですね。Q-STARの

活動で海外へいく機会も多いのです
が、向こうは新しい技術をとりあえ
ず試そうとする雰囲気がある。「日本
で社会インフラ整備している会社で
す。量子コンピューティングの研究
に取組んでいます。」と挨拶するとす
ぐ、「あ、じゃ一緒にやろうよ」と気
軽に声をかられます。日本でも難し
く考えずに、「ちょっとよく分からな
いけど、やってみようよ」くらいの

テンションで新しい技術に触れる必
要があると思います。そういう意味
ではこの座談会をきっかけに皆様と
研究や実証実験に取組みたいと個人
的に思っています。
原　私も量子コンピューティングは
名前だけは聞いていましたが、実は

図6　丸の内データコンソーシアム

座談会 量子コンピューティングがインフラを変える
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触ったことがありませんでした。こ
の座談会のために調べてみると、実
は量子コンピューティングには結構
簡単に触れることが分かってきまし
た。私の目の前にあるPCから、量子
コンピューティングに「この問題を
処理してください」と問題を渡して、
最適化された結果が私のPCに返っ
てくるということが気軽にできるレ
ベルまでAPIが既に整備されている
ことを初めて知りました。ちょっと
やってみることができるという環境
整備が起爆剤になるのかもしれませ
ん。そして、それらの技術・ノウハ
ウを共有できる場が大切です。実際
に触れられている柳川さんはこのよ
うな共有の場についていかがお考え
でしょうか。

柳川　そうしていかないといけない
と思います。いま建設業界は「協調
と競争」に取組もうという姿勢があ
ります。個社ごとに取組んでもシナ
ジー効果は得られない場合には、み
んなで取組んでみんながハッピーに
なるのはありですよね。同業間の連
携も重要ですし、そこは業界を超え
て、IT系企業やスタートアップ企業
などとお互いに寄り添う必要がある
と思います。実際に量子コンピュー
ティングの活用に取組んでみて、
我々は要件定義やインプット、アウ
トプットの情報を適切に整理するこ
とが苦手であることを自覚しまし
た。量子コンピューティングに知見
のある方から教えていただいたり、
みんなで勉強会したりというのはと
ても効果があると思いますし、頭の
やわらかい学生の方々が入ると柔軟
な発想で面白いことができるのでは
ないかと思います。これまで個社ご
とで活動してきた30年間から、日本
全体で手を組んでいくという一つの

きっかけになるような新しい技術に
なる可能性があると考えています。
原　日本の建設産業の「技術力」は
非常に高いと認識しています。しか
し、「技術力」とは異なる視点、例え
ば先ほど話題に挙がった「付加価値
労働生産性」のような視点で見たと
きに、遅れている指標があるという
のもおそらく事実であり、この２つ
の指標をどうやって両立していくか
というのがこれから重要な課題とな
ると思います。その際に、ハイスペ
ックな1社が閉鎖的に技術を積み上
げるよりも、汎用的な技術を広く活
用しながら、各社が得意な分野で付
加価値を想像していくことでローコ
ストかつハイクオリティなものが生
み出せる気がしています。その１つ
の道具として量子コンピューティン
グは非常に面白い存在です。

量子コンピューティングに必要な人材

原　最後に人材育成の話に触れたい
のですが、高野様はコンペやイベン
ト等でも主催者側にいらっしゃる機
会も多いのではないかと思います。
個社での研究開発とオープンな場で
の議論で人材への影響はどのように
お考えでしょうか。
高野  先ほど清水建設からも競争と
協調というお話もありました通りで、
人材育成についても地で行くような
取組みができないかと考えていま
す。例えば、イベントに参加してく
れた学生の方々に主催者としてどれ
だけ夢を見せられるかという視点も
重要かと思いますし、もう少し踏み
込んでコンテストの優秀作品につい
ては実証実験の場を企業が提供する
ことで、学生の方々は自分が開発し
たアプリが世の中にどれだけ貢献で

きたかというのを体感できる。場合
によっては、投資家も巻き込めるか
もしれない。こういった取組みが日
本全体を活力のある環境にすると考
えています。

原  夢を与える視点は重要ですね。
若手社員中心に「量子コンピューテ
ィングのチームをつくって何かをや
りなさい」というときに、単純に会
社の収益のためだけでなく、技術と
して確立して社内ベンチャー制度と
絡めたりすると我々では想像できな
いような力を生み出す可能性もあり
ます。

　話は尽きませんが、最後に皆様から
一言メッセージをお願いいたします。
高野　私はこういう機会のたびに仲
間づくりをやっているという意識で
取組んでいます。皆で協調して量子
コンピューティングの社会実装に向
けて一つひとつの課題を解決してい
きたいと考えています。
柳川　様々な視点からお話を伺いま
したが、各社の見解として「みんな
で連携してやればもっとうまくいく
よね」という話は一貫していたと感
じています。新しい技術への取組み
だからこそ失敗を許容できるような
社会や組織そしてチームが必要なの
かもしれません。皆でトライを繰り
返し、その中で可能性を見いだして
いきたいと思います。
奥山　量子コンピューティングは今
後世の中にもっと広がる技術だと考
えています。開発者とユーザーだけ
でなく、まちづくりという視点から
も貢献の仕方があると感じていま
す。是非多くの方と共創し、トライ
アル・アンド・エラーを繰り返しな
がらも明るく前向きに取組みたいと
思います。
原　本日は有難うございました。

座談会 量子コンピューティングがインフラを変える
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第4回イブニングセミナー
次世代への国土造りプロジェクト構想を議論する

行事報告

で豊かな国土造りのために将来の新
しいプロジェクトを構想することが
重要であるというお話をいただきま
した。

　第1部では、丸川裕之氏（JAPIC専

務理事）より、国土・未来プロジェク
ト研究会の活動として、日本全国に
渡る12の重点プロジェクトの選定を
行ったこと、今後の活動としてその
重点プロジェクト実現の機運醸成の
継続と複数のプロジェクトから構成
される「地域総合開発計画」の検討
実施について講演をいただきまし
た。また、6の重点プロジェクトに
ついて具体的な内容の講演をいただ
きました。

　第2部のパネルディスカッション

　2022年12月6日、第4回イブニン
グセミナーがオンライン型で開催さ
れ、60名を超える参加者が集まりま
した。

　講演とパネルディスカッションの
構成で、「未来を拓く『国土造りプロ
ジェクト構想』」について議論がなさ
れました。

　冒頭挨拶では、中村英夫氏（東京都
市大学名誉総長、日本プロジェクト産

業協議会（JAPIC）副会長）より、安全

では、池田周平氏（みずほ銀行プロジ
ェクトファイナンス営業部長）、栗田悟
氏（北海道建設業協会副会長）をパネ
リストに、藤本貴也氏（JAPIC 国土・

未来プロジェクト研究会委員長）をコメ

ンテーターに迎えて、機運醸成、プ
ロジェクトファイナンスの手法（海外
事例含む）の在り方等について幅広く
議論をいただきました（コーディネー
ターは清水建設エンジニアリング事業

本部担当部長・企画委員の寺村隆男氏）。

　30年先の世代により良い国土を遺
すインフラプロジェクトのために何
をするべきかを考える貴重なセミナ
ーとなりました。

大成建設（株） 新田直司
（広報委員）

Reports 行事報告

Reports:

理事会
代表理事・会長・企画委員長 羽藤　英二
理事・会長代理・経営委員長 岩倉　成志
理事・広報委員長 茶木　　環
理事・幹事長  金子雄一郎
理事・事務局長  白木原隆雄
理事  寺部慎太郎
  徳山日出男
監事  福田　　敦
  上西　泰輔

広報委員会
委員長   茶木　　環
幹事長   奥田　　豊
副幹事長   貴志　法晃
副幹事長   森　麻里子
本号編集委員 　　　　　　石井　由佳
 原　　祐輔・新田　直司
 渡邉　将紀・高瀬　太郎

〒100-6005　
東京都千代田区霞が関3-2-5
TEL 03-4334-8157
FAX 03-4334-8158

E-Mail: jimukyoku@keikaku-kotsu.org
Homepage: http://www.keikaku-kotsu.org/

一般社団法人 計画・交通研究会

中村英夫　東京都市大学名誉総長、日本プロジェ
クト産業協議会（JAPIC）副会長

丸川裕之　JAPIC専務理事

栗田 悟　北海道建設業協会副会長

藤本貴也　JAPIC 国土・未来プロジェクト研究会
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日本インフラの「技（わざ）」
―原点と未来―

健康診断、体力診断に続いて
能力診断が必要

　2012年の笹子トンネルの天井板落
下事故の後、日本のインフラは健全
かを問う「インフラ健康診断」の取り
組みを土木学会でスタートさせ、そ
の後、今わが国が持っているインフ
ラが量的・質的にどんな水準なのか
を診断する「日本インフラの体力診
断」を始めました。これに続いて、
「能力診断」が重要だと考えています。
　1979年に発刊された社会学者のエ
ズラ・ヴォーゲルの著書『ジャパン・
アズ・ナンバーワン』で顕著なよう
に、「日本は技術立国で、技術では外
国より勝っている」という自意識が今
でもみられますが、自国の能力を必ず
しも正確に捉えていません。インフラ
の技術において、たとえば橋梁や地下

構造物、トンネルに関する技術は素晴
らしいけれど、具体的にはどういう部
分が得意なのか。なぜトラブルがまだ
起こるのか。能力を自身で冷静・緻密
に評価して、時には自己批判も加えな
がらとらえることが、未来に向けて
我々が取り組むべき自己診断であると
考えました。「それがどれほど強みに
なっているのか」「ウィークポイント

は？」「どこがオリジナルなのか」「海
外の技術を改良したものであるのか」
――強さを認識することは弱さの認
識ことでもあり、次の強さに向かって
オリジナルな力を発揮することになる
と思っています。
 

専門以外にも関心を深め
連携して総合力で向き合う

　自分の専門領域はよく知っていて
も、少しでも専門から離れると、同
じ土木の傘下にある技術であっても
ほとんど何も知らない。古市公威初
代土木学会会長は「土木人は、自分
の専門領域だけに拘泥しないで、
様々なことに関心を持ち、幅広くも
のを考えて決断する」という趣旨の
ことを言われています。俯瞰力と統
合力こそが本来の土木だというわけ

です。現在の土木学会は会員数が4

万人で日本の学会の中では最大級の
規模ですが、自分の専門領域以外も
互いに知ってこそ、連携が可能にな
り、総合力を発揮できるんです。他
の領域の強みやオリジナリティは何
かということをこの本でぜひ知って
いただきたい。

　土木人の誇りとは何かということ
もよく言われますが、強さと弱さを
きちんと理解する。そして強さを培
ってきた人々の努力にまで思いを馳
せ、自分もオリジナリティのある仕
事をする。自分の技、発想に誇りを
持ち、次の世代に繋いていくことが
重要だと考えます。
　同様に一般に向けても、「土木やイ
ンフラは人々の生活を支え、安全で快
適な社会をつくります」などと漫然と
したキャッチフレーズのようなことを

言っていてはだめなんですよ。大切な
のは日本のインフラはまだ何ができて
いなくて、これから一緒に何をするべ
きかを国民全体にきちんと知ってもら
うことなんです。

　たとえば「流域治水」に関しても土
木学会で提言をまとめて、全国で協議
会などがつくられていい方向に進んで
いますが、基本的な原理や理念がまだ

「強さ」と「オリジナリティ」の
自己認識で日本のインフラを
未来へつなぐ

『土木学会誌』で大好評だった連載企画『日
本インフラの「強み」と「オリジナリティ」は
どこに？―求められる将来に向けた『進化』
―』（2020年4月～2022年3月）が一冊の
書籍にまとめられ、11月30日に発刊され
ました。技術、要素技術、制度体系、コン
セプトなどについて「強み」と「オリジナリ
ティ」を言及した記事のほか、書籍独自の特
別対談も掲載されています。

［書籍紹介］

企画・聞き手・文責
作家／エッセイスト 茶木 環

（広報委員長）
石井由佳
（広報委員）

企画補佐
みずほリサーチ＆テクノロジーズ

家田 仁 政策研究大学院大学 特別教授／東京大学名誉教授
土木学会第108代会長

B
ooks

Books 書籍紹介
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国民的に共有できていないのではない
かと思います。体力診断すると、まだ
堤防の能力は限られている現状でも、
災害は甚大化している。堤防を整備
する一方で、田畑を使わせてもらうと
か、危険な場所から移動してもらうな
ど、国民と危機感を共有して協力のも
とに、いつまでに何を優先していくか
考えながら、総合力で何とか遂行する
ことが重要です。

危機感と将来に対する覚悟が
未来をつくる

　この企画をまとめて気付いたのは、
残念ながら我々土木の分野は文化面
が弱いということですね。建築の世
界は技術・学術・芸術の「三術」を柱
としていて、文化面でも大きく強い
オリジナリティを意識する。けれど
も、土木のオリジナリティは工法や
制度分野は頑張っているし、素晴ら
しいと思うけれど、文化性はどうで
しょう？　たとえば鉄道の定時性が

平準化されていることは世界でも有
数ですし、日本独自でもある。それ
が約束の時間に間に合うように人々
が動くのはある意味では当然という
社会意識の醸成にもつながっている。
これは無形の文化と言っていいです
よね。こういうことが土木やインフ
ラ側にもあればいいと思うわけです。
景観やデザインを中心にもっと発揮
される余地があると感じています。 

　また新しい技術は使われてはじめ
て実現する。たくさん使われればコ
ストも下がり、さらに多くの場で使
われるようになります。インフラメ

ンテナンスでも痛感したのですが、
笹子トンネルの事故の後に、民間企
業を中心に新技術がどんどん開発さ
れて、迅速かつ的確・緻密、そして
安価な点検や補修が可能になりまし
た。ところが、行政は前例がないと
いう理由で採用しない。かつて岡村
甫先生のリーダーシップのもとに超
流動コンクリートが開発されたんで
すが、やはり日本ではなかなか採用
されず、岡村先生の研究室にいた中
国からの留学生が本国に戻ってから
どんどん中国で使われるようになっ
たという話があります。こうした横
並び意識とか単年度主義など硬直し
た考え方が日本の技術社会の実情な
んですね。高度成長期には採用され
る可能性もありましたが、日本国内
のマーケットが基本的には小さくな
っていますから、今のままではオリ
ジナリティのある新技術開発の可能
性も縮小してしまう危険性もはらん
でいます。そんな警告もぜひ読み取
っていただければと思います。　
　私は大学卒業後、新幹線というオ
リジナルのコンセプトをとても魅力的
に感じ、自分も関わってみたいと思い
国鉄に入社しました。その東海道新

幹線の開業は1964年で、日本が敗戦
してわずか20年足らずで、そのよう
な時に、十河信二総裁が世界に先んじ
て高速鉄道をつくる覚悟を決めたんで
すね。そして車両・線路・電気の技術
などあらゆるものがインテグレートさ

れて新幹線が生まれた。今、日本が高
速鉄道の一流国に入っていますが、十
河総裁のトップとしての危機感と将来
に対する覚悟からの英断なくしては実
現できなかったですね。
　私が副会長を務める「インフラメ
ンテナンス国民会議」は産学官民が
一丸となってインフラメンテナンス
に取り組むプラットフォームですが、
その中の「インフラメンテナンス市
区町村長会議」には全国の自治体の
首長たちの50％以上が参画し、その
関心が高まっており、中には技術系
ではないのに土木学会に入会してく
ださった方々もいます。そういう自
治体では一般競争入札ではなく随意
契約や包括契約、あるいは単年度で
はなくて3年間にするなど契約方式
も変わってきています。十河総裁の
ようなトップが多く出てくれば、日
本の技術開発や次代に向けてのオリ
ジナリティのさらなる発揮は進んで
いくでしょう。

　若い人にはとても期待していま
す。スポーツや将棋、芸術などの分
野で、過去の積み重ねを超えたよう
な発想でオリジナルな活動をしてい
る日本の若い人はたくさんいます。
土木の分野でも、私のような高齢世
代には、若い人たちがもっと自由闊
達に仕事ができるような社会風土を
創っていくための努力が必要です
ね。そして若い人にこそぜひこの本
を読んでいただき、どんどんオリジ
ナルな発想と工夫を展開して欲しい
と思います。

B
ooks

家田 仁
政策研究大学院大学 特別教授／東京大学名誉教授
土木学会第108代会長

HPでは、このほか、土木学会誌で連載開始時に編集委員長を務めていらっしゃった鎌田敏郎先生（大阪大
学）、書籍の編集を担当した中居楓子先生（名古屋工業大学）にもコメントをいただき、掲載していますの
で、そちらもぜひご覧ください。

Books 書籍紹介
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■2050 年カーボンニュートラルを宣言
　首都高速道路（以下、首都高）は、
首都圏のみならず、日本全体の社会
経済を支える極めて重要なインフラ
であり、災害時には緊急交通路及び
緊急輸送道路としての役割も果たし
ています。また、景観への配慮や都
市再生、沿道環境の改善等果たすべ
き社会的使命の多い道路でありま
す。首都高速道路株式会社（以下、当
社）は社会インフラを支える企業とし
て、お客さまからさらなる信頼を得
られるよう首都高の建設、維持、管
理を日夜行っています。
　2021年 4月に菅総理（当時）が
「2030年度に、温室効果ガスを2013

年度から46％削減することを目指

し、さらに50％の高みに向けて挑戦
を続ける」と国際社会へ表明しまし
た。この目標は、2015年のCOP21

で採択された「パリ協定」に基づき日
本が公表した「2030年度までに2013

年度比26.0％削減」よりも、さらに
努力しなくてはいけない数値です。
　当社も、このような動きと軌を一
にして、首都高のインフラを最大限
有効活用することによる自動車交通
からのCO2排出量の削減、道路施設
への省エネルギー化の徹底や再生可
能エネルギー導入、新技術の開発な
どによりカーボンニュートラル社会
の実現に貢献するべく、2022年3

月、首都高グループでは2050年カー
ボンニュートラルを目指すことを宣

言し、「首都高カーボンニュートラル
戦略」を策定しました。

■目指すべきゴールの考え方
　2050年のカーボンニュートラル実
現に向け、2030年を中間年次とし、
首都高を走行する自動車交通からの
CO2排出量の約3割削減（2019年度

比）及び事業活動に伴うCO2排出量
の約5割削減（2019年度比）を中間目
標として設定しています。
　首都高を走行する自動車交通から
のCO2排出量は、2019年度時点で約
159万 tと試算していますが、これを
2030年度までに約3割にあたる約49

万 tを削減します。約49万 tのCO2

は、約5万6千ha（屋久島（約5万ha）

首都高速道路株式会社
計画・環境部　都市環境創造課　担当課長

山澤英樹

「首都高カーボンニュートラル戦略」について

Projects 会員企業・団体百景

会員企業・団体百景
Projects:
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脈として変わらず「ひと・まち・くら
し」を支えているという姿を描いて
います。この中では、先端技術を生か
した交通マネジメントを推進し、首
都高ネットワークを最大限有効活用
した脱炭素でスムーズな道路交通が
確保され、次世代自動車普及の下支
えのために、道路上への非接触給電
システム設置やPAへのEV用充電器、
さらには使用電力のクリーンエネル
ギー化や再エネ発電設備の導入など
が図られています。

■3つの基本方針と12のリーディング
プロジェクト
　2050年カーボンニュートラルの
実現に向けて、3つの基本方針を策
定し、これらに基づく12のリーデ

ィングプロジェクトに取り組んでい
きます。

　その中でも一丁目一番地として掲
げているのは、「既存のネットワーク
を賢く使う交通マネジメントの推
進」です。具体的には、大規模更新
工事等でもネットワーク機能を確保
するため、工事の際にう回路として
機能する路線について、付加車線設
置や合流部改良等の機能強化を図る
等、リダンダンシーとしての機能の

強化を進めます。また、混雑状況に
応じた機動的な料金などによる交通
円滑化に向けて、ネットワーク機能
を最大限発揮させるマネジメントの
あり方の検討を開始します。その
他、交通の分散を図る新たな出入り
口の整備・再配置や、新たな都心環
状ルートの事業具体化に向けて検討
していきます。

　お客さまのスムーズな走行のため
には、より具体的な交通情報データ
を提供することが最も重要だと考え
ており、走行している車から収集さ
れる「時刻」「速度」などのプローブ情
報等を活用した情報提供や、次世代
移動通信システム整備し、個々の車
両の位置情報、画像等の大容量デー
タを活用した交通流の円滑化やネッ
トワークの最適化を目指しています。
　CO2排出量の削減という意味では、
そもそも首都高が存在していること
による削減効果があり、もし首都高
を利用する自動車がすべて一般道路
を走行したと仮定すると、年間約50

万 tのCO2排出量を削減していると試
算できます。このようなネットワー
クの形成によるCO2削減効果を前提
に、種々の取り組みにさらに磨きを
かけていきたいと考えています。

とほぼ同じ）の杉林が1年間に吸収す
るCO2の量に相当し、これは、一般
家庭から排出されるCO2の約16万軒
分に当たります。首都高を走行する
自動車交通からのCO2排出量は、当
社の自助努力だけではコントロール
ができない部分もあり課題は多いで
すが、次世代自動車の普及等の社会
情勢に加えて、交通円滑化のさらな
る推進等により、達成を目指してい
きます。

　一方、事業活動に伴うCO2排出量
は、2019年度時点で約8万 tと試算
しています。これを2030年度まで
に、省エネルギー化の徹底や業務用
車両の次世代自動車化などにより、
約5割の約4万 tを削減していきます。

■2050年の首都高の姿
　2050年のカーボンニュートラルを
実現するための第一歩として、おお
むね30年後の交通円滑化のさらなる
推進や技術動向を念頭に、「2050年
の首都高の姿」をイメージしました。
　2050年においては、今よりもネッ
トワークがさらに強化され、安全性
や利便性がますます向上し、持続可
能な社会の実現に向けて地域社会と
の共生を図りながら、首都圏の大動

Projects 会員企業・団体百景

HPにも会報を掲載していますので、図版の詳細はHPにてご覧ください。
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題だったが無事終了したとのことで
した。工事中のトンネル内を実際に
見学するとともに、不発弾調査に1

年半かかったことやトンネル内の熱
中症対策など沖縄ならではの苦労を
聞くことができました。
　この後、ミニ講演会が開催されま
した。

　2日目は、県北部へ移動。那覇市
内に向かう朝の深刻な渋滞を目の当
たりにしました。途中、立ち寄った
宜野湾市嘉数高台は太平洋戦争末期
に激戦地となった場所ですが、ここ
から米軍普天間飛行場とその周辺に
住宅が密集しているまちが見えま
す。なお、普天間飛行場は移転後の
跡地利用も検討されています。

　名護市では、最初に沖縄総合事務
局北部国道事務所 松川剛副所長よ
り名護東道路の整備や延伸計画につ
いて説明を受けました。名護東道路
は、名護市内の交通混雑緩和と北部
の地域活性化のために整備が進めら
れています。現在、沖縄観光の要所
となっている美ら海水族館に繋がる
高規格道路の延伸ルートについて調
査が進められており、数年後に開園
予定のテーマパークも踏まえて検討
しているとのことです。

　続いて名護市都市計画課 岸本啓
史課長より、1日目の講演会に続き
名護漁港周辺エリアの整備計画につ

　今年度立ち上げた地方問題小研究
会の活動の一環として、復帰50周年
を迎えた沖縄の見学会を11月9日、
10日の2日間開催しました。沖縄の
交通問題に関する地を視察するほ
か、ミニ講演会では国土全体の活性
化に資する沖縄のインフラのあり方
や地域の活性化などについて、関係
者と参加者による議論が行われまし
た。参加者は25名でした。
　1日目は、最初に那覇市内の道路
整備状況について視察を行いまし
た。沖縄総合事務局南部国道事務所 

髙良友健副所長より整備中の那覇空
港自動車道小禄道路の概要について
説明を受けました。この道路は那覇
空港と豊見城・名嘉地 IC（那覇空港自

動車道）を結ぶ約5.7㎞の高規格道路
で、都市部の交通混雑緩和と空港ア
クセスの改善を目的とし、これが完
成すると県北部と那覇空港がスムー
ズに繋がります。高架区間や土の切
盛り区間など沿道状況に応じて構造
形式が変わり、特にモノレールや自
衛隊敷地内を通過する区間は地下ト
ンネル（赤嶺トンネル）で回避してい
ます。次に、飛島建設 赤嶺トンネル
北作業所 澤井茂所長および現場代
理人の兼松亮氏から、説明を受けま
した。モノレール橋脚と近接工事と
なるため、トンネル掘削による沈下
の影響を最小限にとどめることが課

いて、現地を見ながら説明を受けま
した。市街地の中心は空洞化、老朽
化の問題や交通渋滞があり、再開発
の必要性や市街地開発に加え、野球
場やサッカーラグビー場を備えた公
園を整備し、スポーツコンベンショ
ンの北部の核とするなど名護湾沿岸
の総合的な計画について説明があり
ました。参加者からは鉄軌道延伸と
の関係や隣接する漁港エリアと開発
区域との連携、集客のプログラムな
ど具体的な質問があるとともに、名
護市の特徴を活かした開発を期待す
る声が上がりました。

　次に、本部港からカーフェリーで
約30分、伊江島に移動。カーフェリ
ーは伊江島と沖縄本島を結ぶ唯一の
交通手段であり、物資の積み込みや
トラックが頻繁に利用する状況が見
られ、生活の交通路としての重要性
を感じました。
　伊江島では、伊江村役場企画課 島
袋英樹課長および知念悠太主査より
島内を案内いただきながら伊江島の

赤嶺トンネル工事現場

嘉数高台から見た普天間飛行場と市街地

伊江島の遠景

伊江島にある米軍の訓練施設

行事報告

Reports: 2022年度秋の見学会 1

復帰50周年を踏まえて、沖縄の将来を考える

Reports 行事報告
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島ツインゲートウェイ構想」で重要
な位置づけとなっている伊江島空港
を視察しました。伊江島空港は滑走
路長1,500m、県営で1975年開港し
た当初は定期便があったものの、今
はセスナ機や救急医療用にとどまっ
ています。現在、空港活用に向けて
の調査を実施しており、今後、調査
結果を受けて議論を進めていくそう
です。ここでは地域開発と米軍施設
との関係、住民の合意形
成のあり方など沖縄固有
の問題について、参加者
との活発な議論が行われ
ました。島内視察では、
自然の美しさ感じるとと
もに伊江島産サトウキビ
のみを使用した貴重なラ
ム酒蒸留所を見学するな

現状と課題について説明を受けまし
た。島の北側には米軍の訓練施設が
あり、騒音被害やパラシュート降下
訓練による事故など島民の生活を脅
かす状況だと聞きました。島には米
軍撤退を訴える建物がある一方で、
島内に広く分布する駐留軍用地から
賃料収入を得ている地主の方もお
り、複雑な状況であることを学びま
した。続いて、JAPIC（日本プロジェ

クト産業協議会）が提唱する「沖縄本

ど島の魅力を体感し、高い観光ポテ
ンシャルがあると感じました。
　2日間の視察を終え、参加者から
は、地元の方々の声を直接聞くこと
ができた、沖縄北部の独自性を感じ
ることができたなどの意見が寄せら
れ、現地を見ることの意義を改めて
感じました。

関西国際空港熱供給（株） 奥田 豊
（広報委員会幹事長） 

伊江島空港の視察

2022年度秋の見学会 2

ミニ講演会

手を増やすプロジェクトについて展
望が語られました。
　名護市都市計画課 岸本啓史課長よ
り、名護漁港周辺エリアについて、バ
ス・高速船・鉄道等の総合ターミナ
ル、集客・商業機能のオープンゾー
ン、公共サービス機能のある複合ゾー
ンを中心に、民間開発区域とともに北
部地域の玄関口として整備を進める
計画についてお話いただきました。
　沖縄県企画部交通政策課公共交通
推進室から動画を提供いただき、沖
縄の自動車依存型社会を背景に、中
部の交通渋滞緩和や観光客の移動利
便性向上等を目的とした鉄軌道導入
構想についてご紹介いただきました。
会場からはB/Cだけで判断するので
はなく、モードや運営方式について
も多角的かつ挑戦的に考える必要が

　ミニ講演会では、冒頭、羽藤会長
より、社会基盤は何のためにあるの
か、その整備がもたらすものは何か
という議題提起のもと、4つのテー

マで講演いただきました。
　伊江村役場企画課 新保礼人課長
補佐からは、伊江島が豊かな自然と
文化を背景に、修学旅行生等が対象
の教育民泊の先進地域となってきた
一方で、人口減少と観光客の減少、
知名度の低さを課題に、今後の働き

あるといった意見が寄せられました。
　那覇市市民文化部文化振興課 林
立騎主幹からは、人の移動に伴う発
見・交流について、那覇文化芸術劇
場「なはーと」の取組みをご説明いた
だきました。沖縄の歴史と文化の中
から生まれるローカルな良さをツー
リズムの根底に据え、地元主体で移
動の目的の質をつくる重要性が語ら
れました。

　最後に、琉球大学工学部 神谷大介
准教授より、鉄軌道の駅がないため
街の中心がない沖縄の各都市におい
て公共交通を考えていくことの難し
さとともに、より高付加価値の観光
のあり方など、総括するコメントを
いただきました。

みずほリサーチ＆テクノロジーズ（株） 

石井由佳（広報委員） 

伊江島の湧出（ワジ）での参加者集合写真

ミニ講演会（沖縄県体協スポーツ会館にて）

Reports 行事報告
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Opinion 視点
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台
以
上
で
総
ト
リ
ッ
プ
数
は
8
，2
5
0
億
以

上
と
な
る
と
予
想
さ
れ
て
い
る
。

　
空
飛
ぶ
ク
ル
マ
は
航
空
機
と
見
做
さ
れ
、
そ
の
離
着
陸

場
は
空
港
の
一
種
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
既
存
の
空
港

に
は
大
き
な
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
が
あ
る
。
例
え
ば
、
大

分
空
港
と
高
知
空
港
間
な
ど
便
の
存
在
し
な
い
地
方
空
港

間
は
多
い
。
ま
た
、
中
部
国
際
空
港
か
ら
三
重
県
庁
ま
で
、

自
動
車
で
1
時
間
20
分
程
度
、
電
車
で
2
時
間
程
度
だ
が
、

時
速
2
4
0
㎞
の
空
飛
ぶ
ク
ル
マ
な
ら
10
分
程
度
の
飛
行

で
着
い
て
し
ま
う（
ポ
ー
ト
へ
の
移
動
や
管
制
待
ち
の
時
間
を

除
く
）。
悪
気
象
条
件
下
で
の
就
航
率
向
上
と
機
体
の
量
産

化
・
運
航
頻
度
向
上
に
よ
っ
て
運
賃
が
1
ト
リ
ッ
プ
で
1

人
1
万
円
か
ら
1
・
5
万
円
に
な
れ
ば
事
業
可
能
な
需
要

が
十
分
期
待
で
き
る
と
考
え
る
。
現
在
は
緊
急
時
以
外
で

使
用
で
き
な
い
建
物
（
ビ
ル
や
立
体
駐
車
場
）
の
屋
上
も
空

飛
ぶ
ク
ル
マ
の
離
着
陸
場
と
し
て
の
利
用
が
検
討
さ
れ
て

い
る
。
離
着
陸
場
を
新
た
に
建
設
す
る
に
は
住
民
の
理
解

が
必
要
で
あ
り
、
都
市
計
画
の
観
点
か
ら
議
論
さ
れ
る
べ

き
で
あ
る
。
実
際
、
国
交
省
が
主
催
す
る
官
民
協
議
会
実

務
者
会
議 

離
着
陸
場
W
G
に
は
、
運
航
業
者
だ
け
で
な
く
、

自
治
体
や
土
木
・
建
設
メ
ー
カ
ー
も
参
加
し
て
い
る
。

　
わ
が
国
で
は
、
航
空
宇
宙
分
野
や
自
動
車
分
野
の
部
品

会
社
、
商
社
や
タ
ク
シ
ー
会
社
や
保
険
会
社
な
ど
多
く
の

業
界
の
企
業
が
空
飛
ぶ
ク
ル
マ
産
業
へ
参
入
で
き
な
い
か

社
内
検
討
し
て
い
る
。
空
飛
ぶ
ク
ル
マ
の
業
界
団
体
つ
く

り
が
う
ま
く
い
っ
て
い
な
い
中
、
官
民
協
議
会
や
大
阪
ラ

ウ
ン
ド
テ
ー
ブ
ル
に
参
加
し
た
い
と
い
う
業
者
は
多
い
。

一
方
、
世
界
で
先
駆
的
に
開
発
を
進
め
て
い
る
機
体
メ
ー

カ
ー
の
ほ
と
ん
ど
は
ベ
ン
チ
ャ
ー
で
あ
る
。
わ
が
国
の
運

航
会
社
は
、
日
本
航
空
や
全
日
空
は
別
と
し
て
、
ヘ
リ
コ

プ
タ
ー
を
運
航
す
る
地
方
航
空
会
社
は
様
子
見
の
と
こ
ろ

が
多
い
。
ヘ
リ
ポ
ー
ト
建
設
会
社
や
駐
車
場
建
設
会
社
に

は
積
極
的
に
参
入
を
試
み
て
い
る
会
社
が
あ
る
が
、
空
港

管
理
会
社
は
、
そ
の
ビ
ジ
ネ
ス
の
可
能
性
か
ら
み
れ
ば
消

極
的
と
思
わ
れ
る
と
こ
ろ
が
多
い
。

　
以
上
の
理
由
と
し
て
、「
自
分
の
会
社
は
儲
か
る
と
わ
か

っ
て
か
ら
で
な
い
と
参
入
し
な
い
」「
競
合
他
社
が
参
入
す

れ
ば
す
ぐ
追
い
か
け
る
こ
と
が
で
き
る
様
に
社
内
で
準
備

し
て
い
る
が
、
先
頭
で
進
め
る
こ
と
は
避
け
た
い
」「
自
分

た
ち
は
技
術
や
ノ
ウ
ハ
ウ
が
あ
る
の
で
、
官
庁
の
規
制
ル

ー
ル
が
決
ま
っ
て
市
場
が
成
熟
し
て
か
ら
参
入
す
れ
ば
よ

い
」「
自
社
の
強
み
の
技
術
を
ど
う
生
か
し
た
ら
い
い
か
わ

か
ら
な
い
」「
親
会
社
や
政
府
か
ら
の
要
請
で
な
い
と
リ
ス

ク
の
あ
る
事
業
に
入
れ
な
い
」「
宇
宙
や
防
衛
に
関
し
て
国

か
ら
の
発
注
は
開
発
費
込
み
な
の
で
リ
ス
ク
が
な
い
が
、

B
2
B
や
B
2
C
は
リ
ス
ク
が
あ
る
」「
ベ
ン
チ
ャ
ー
は
外

部
の
投
資
家
か
ら
資
金
を
集
め
ら
れ
る
が
、
大
企
業
は
自

社
の
資
金
だ
け
で
ク
ロ
ー
ズ
で
実
施
す
る
の
で
、
社
内
説

得
が
大
変
」が
挙
げ
ら
れ
る
。

　
空
飛
ぶ
ク
ル
マ
の
よ
う
な
技
術
革
新
と
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
と
社
会
シ
ス
テ
ム
の
変
革
が
同
時
に
起
こ
る
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
で
は
、
包
括
的
な
シ
ス
テ
ム
デ
ザ
イ
ン
が
必
要
で

あ
る
。
そ
し
て
、「
ま
ず
や
っ
て
み
よ
う
と
い
う
文
化
」

「
市
場
調
査
か
ら
シ
ス
テ
ム
の
要
件
定
義
を
行
う
シ
ス
テ
ム

デ
ザ
イ
ン
」「
先
行
例
が
な
く
て
も
包
括
的
な
シ
ス
テ
ム
デ

ザ
イ
ン
が
で
き
る
人
材
」「
技
術
や
パ
ー
ト
ナ
ー
や
資
金
を

寄
せ
集
め
て
ビ
ジ
ネ
ス
を
創
造
す
る
人
材
や
仕
組
み
」「
グ

ロ
ー
バ
ル
・
オ
ー
プ
ン
な
ビ
ジ
ネ
ス
感
覚
を
持
つ
人
材
」

が
必
要
と
考
え
る
。

　
人
材
に
つ
い
て
は
、
多
様
性
の
あ
る
チ
ー
ム
を
作
る
こ

と
が
重
要
だ
と
考
え
る
。
私
の
研
究
室
で
は
、
性
別
、
国

籍
、
学
問
分
野
、
社
会
経
験
で
多
様
性
の
あ
る
学
生
を
集

め
た
。
こ
の
よ
う
な
研
究
室
づ
く
り
の
中
、
空
飛
ぶ
ク
ル

マ
の
研
究
は
、
2
0
1
2
年
か
ら
取
り
組
ん
で
き
た
。

V
olocop

ter

が
2
0
1
1
年
ド
イ
ツ
でe-V

olo

の
試
験
を

開
始
し
て
、
2
0
1
2
年
にPA

L-V

が
オ
ラ
ン
ダ
で
デ
モ

フ
ラ
イ
ト
を
行
っ
た
時
期
で
あ
る
。
2
0
1
8
年
に
官
民

協
議
会
が
発
足
す
る
ま
で
は
、
周
囲
か
ら
「
い
つ
実
現
す

る
の
？
」と
笑
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
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